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Ａ．研究目的 

改正発達障害者支援法では、乳幼児早期か

ら成人に至るまで、当事者と家族のニーズに

対応した支援を提供することが必要とされて

いる。自閉スペクトラム症（ASD）や注意欠

如・多動症(ADHD)に比べ、成人期まで症状が

残存する吃音症やトゥレット症候群、及び法

の定義に含まれながら理解や対策が進んでい

ない場面緘黙症などは、早期発見や成人期に

至るまでの支援は未だ不十分である。吃音症

の 4歳での発症率は 11.2%であり、12か月後

にはその約 1割は自然軽快し、幼児期の時点

では生活上の影響は少ない(Reilly, 2013)も

のの、周囲から吃音の指摘を少しずつ受け始

める（伊藤,1995）。8歳で吃音のある子は思

春期にも症状が持続し(Howell,2011)、吃音が

ない人たちと比べて社交不安障害のリスクが

高い(菊池,2017:研究分担者)。また、トゥレ

ット症は有病率が 0.3～0.8%と低いものの、

他の精神障害（強迫性障害や ASD、ADHDな

ど）との合併が 80～90％と高率であることが

報告されており、チックそのものよりも QOL
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への影響が大きい（金生,2017:研究分担者）。

さらに、場面緘黙症は 50%に言語の未熟さ

(Kolvin&Fundudis,1981)に加え、社会的場面

やコミュニケーションの利用の困難さを有し

ている（高木,2016:研究協力者）。場面緘黙症

は ICD-11では、不安・恐怖関連症群に位置づ

けられる。研究分担者の稲垣らは、吃音、チ

ック、不器用、読み書きのチェックリスト、

対応マニュアルを作成した。引き続き、各種

発達障害に対する支援が必要である。 

 本研究においては、幼児期から成人期まで、

吃音、トゥレット、場面緘黙をひとつの発達障

害群ととらえ、各年代の実態を把握し、実態に

即した重症度指標及び生活困難度指標を明確

化することを目的とした。 

 

Ｂ．研究 

1.トゥレット症の実態把握と支援のための調

査研究（金生由紀子） 

トゥレット症はチック症状で定義される発

達障害であるが、高率に併発症状を有する上に、

チック症状も併発症状も多様で、成長に伴って

変化するとされる。しかし、トゥレット症のチ

ック症状の重症度や生活困難度を簡便に評価

できる妥当性のある評価ツールは日本ではい

まだ十分とは言えず、その整備を図りつつ実態

把握や支援の検討を進める必要がある。 

本分担研究では、幅広い年代のトゥレット症

患者におけるチック症状及び密接に関連する

併発症状とその重症度を把握した上で、それら

と生活における困難さや支援のニーズとの関

連を検討して、トゥレット症児者に対する支援

への示唆を得ることを目的とする。日本トゥレ

ット協会（TSAJ）会員、研究分担者の担当患者、

研究協力者の担当患者に調査協力を依頼し、同

意を得られた方に対し質問紙による調査を実

施した。また、研究分担者の担当患者及び追加

の調査が可能な質問紙調査の回答者に対して

は、可能な範囲で半構造化面接による調査も同

時に実施した。 

2.吃音症の実態把握と支援のための調査研究

（原由紀・菊池良和） 

 吃音症は有病率が1%程度と言われているが、

幼児期から青年期まで診療できている病院は

全国に数カ所と少ない。吃音症の4歳での発症

率は11.2%であり、12か月後にはその約1割は自

然軽快し、幼児期の時点では生活上の影響は少

ない(Reilly, 2013)ものの、周囲から吃音の指

摘を少しずつ受け始める（伊藤,1995）。8歳で

吃音のある子は思春期にも症状が持続し(Howe

ll,2011)、吃音がない人たちと比べて社交不安

障害のリスクが高い(菊池,2017)。また、現在

の診療・支援体制においては、吃音症の重症度

は「吃音検査法」のみであり、生活の困難感を

把握する指標はなく、各年代に対する相談対応

が統一されていないなどの問題点が挙げられ

る。さらに、吃音症に対する知識の不足により、

教育や就労において社会的障壁が発生し、社会

的障壁を除去するための対応マニュアルの作

成が求められている。本年度は、吃音症の幼児

期早期から青年期までの各年代調査を通じて、

重症度指標と生活困難指標を明確化すること

を目標とした。 

 

1）研究分担者：原由紀 

 令和2年1月より外来等において幼児期 5名、

学童期 5名、思春期 1名、青年期 5名の吃音症

患者を対象に、対面にて吃音による生活困難指

標（通常臨床にて使用）を実施した。全員に対

して、質問紙による調査を実施した。今後、調

査協力が可能な対象者に対しては、面接による

調査も同時に実施する。なお、研究協力者に国

立障害者リハビリテーション研究所 酒井奈

緒美氏を追加した。 

 

2）研究分担者：菊池良和 

 令和2年2月より外来等において幼児期 22名、

学童期 74名、思春期 101名、青年期 73名の計

270名に調査を依頼した。全員に対して、質問
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紙による調査を実施した。研究分担者の患者及

び追加の調査が可能な質問紙調査の回答者に

対しては、面接による調査も同時に実施した。 

 

3.吃音、トゥレット、場面緘黙の早期発見尺度

の検証及び併存症の調査研究及び場面緘黙症

の実態把握と支援のための調査研究（稲垣真

澄・斉藤まなぶ） 

 日本の乳幼児健診における顕著な発達障害

の有病率は1.6%と低い。しかしながら、スクリ

ーニングツールの妥当性及び信頼性が検証さ

れ、使用できる尺度が増えるとともに発達障害

が社会的に認知されてきたため、一部地域にお

いてASDやADHD、IDは早期発見、早期介入が可能

になってきている。一方で、「顕在化しにくい

発達障害」とされる吃音、トゥレット、場面緘

黙においては、それぞれの有病率が1%程度、0.

3%〜0.8%、0.2%と言われているが、吃音、トゥ

レット、場面緘黙における乳幼児期の有病率は

明らかになっていない。吃音症やトゥレット症

とともに早期発見・早期支援の必要性が求めら

れている。しかしながら、我が国においては、

吃音症やトゥレット症の有病率や社会生活に

おける困難さは明らかになっていない。 

 

1）研究分担者：稲垣真澄 

 本分担研究では、乳幼児健診の場面を利用し

て、言葉の遅れ、ないしつまずきのある子ども

たちの実態を把握するとともに、生活における

困難さを明らかにすることを目的とする。本年

度は、5歳児健診において子どもの様子に関す

る観察シートCLASP（Check List of obscure 

disAbilitieS in Preschoolers）を用いて、吃

音やチック症状及び併存症の可能性への気づ

きについて広汎な調査を行った。 

弘前市における乳幼児健診（2019年度施行の

5歳児健診）の対象者に調査協力の依頼をした。

2019年1～3月及び7～9月にかけて5歳児健診対

象者1265名の自宅と通園／通所中の幼稚園／

保育所宛に質問紙を配布し、1088名（86.0%）

の保護者及び教師または保育者より回答を得

た。 

 

2）研究分担者：斉藤まなぶ（乳幼児調査） 

本分担研究では、1歳半健診、3歳児健診、5

歳児健診において、言語を中心とした言葉の発

達および吃音や知育などコミュニケーション

に関わる発達の問題を調査し、乳幼児健診にお

ける吃音、チック、緘黙の有病率を推定する。

また、5歳児の保育者にTASP（保育・指導要録

のための発達評価シート）等の発達尺度を用い

て、3障害への気づきについて調査を行った。

また、日本における幼児期、学童期、思春期、

青年・成人期といった各年代の場面緘黙症の実

態を把握し、実態に即した重症度指標及び生活

困難度指標を明確化することを目的とした。ま

た、各年代の生活困難感に即し、統一された対

応に向けた支援マニュアル作成への示唆を得

ることを目指した。 

弘前市における乳幼児健診（1歳6ヶ月児健診、

3歳児健診、5歳児健診）の対象者に調査協力の

依頼をした。2020年2月から3月において1歳6ヶ

月児健診の対象者160名に質問紙を配布した。

また、2018年4月から2019年3月に3歳児健診の

対象者1090名の解析に加え、2019年4月から20

20年1月に同様の調査を行い、2020年2月から3

月は200名にCBCLを追加し結果を回収した。5歳

児健診は2019年1～3月及び7～9月に2019年度

施行の5歳児健診対象者1265名に質問紙を配布

し、1088名（86.0%）の保護者及び教師または

保育者より回答を得、2019年5月及び11月に計

123名に二次健診を行った。 

 

3）研究分担者：斉藤まなぶ、研究協力者：高木

潤野（緘黙症調査） 

 幼児から中学生は、協力者の中から本研究へ

の協力が得られそうな方に、調査票（ASEBA、S

MQ-R等）を郵送する。本人から回答が得られに
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くいケースが多いことが想定されるため、中学

生についても保護者からの回答とする。幼児の

保護者46名、小中学生の保護者154名に調査票

を発送予定である。ただし新型コロナウィルス

（COVID-19）の影響により2020年3月より全国

の公立学校等が一斉休校になっていることを

受け、調査票の発送を見合わせている。場面緘

黙の症状は学校等の社会的状況において顕著

に現れることから、全国の公立学校等が再開さ

れた後に発送を行う予定である。 

高校生から成人は2019年度に高木研究室に

相談等のあった方、及び研究者のネットワーク

を通じて協力の意志が確認できた方で、「家や

安心できる状況では会話をすることができる」

「学校や職場等の社会的な状況では（ほとんど

／まったく）話すことができない」「このよう

な状態が1 ヶ月以上続いている」に該当する方

を対象とする。高校生から成人の場面緘黙当事

者61名に調査票を発送予定である。ただし発送

については同様に、学校や職場等における社会

生活が再開された後に行う。 

 

 

Ｃ．研究結果 

1.トゥレット症の実態把握と支援のための調

査研究（金生由紀子） 

 日本トゥレット協会会員の会員180名に質問

紙を郵送し、55部から返送（回答率：30.1%）

を得た。また、2020年2月末までに東大病院の

患者 105名について質問紙の回答を得ている。

年齢は平均25.5歳（SD: 10.46、範囲: 11～50）

であり、性別は男性80名、女性25名であった。

年齢帯別では、12歳以下が2名、13～18歳が32

名、19歳以上が71名であった。そのうち68名に

ついてYGTSS及びGAFを実施済みであった。 

 東大病院に通院中の68名では、チックの重症

度については、YGTSSのチック症状得点が平均

23.4点（SD: 11.2、範囲: 0～45）、YGTSSの全

般的重症度得点が平均45.0点（SD: 21.2、範囲:

 7～95）であった。社会機能については、GAF

が平均59.8点（SD: 16.3、範囲: 29～90）であ

った。 

 

2.吃音症の実態把握と支援のための調査研究

（原由紀・菊池良和） 

1)研究分担者：原由紀 

 生活困難指標である吃音特有問診表は16名

のデータ取得を終えた。 

 

2）研究分担者：菊池良和 

 重症度指標であるASEBA及び吃音特有問診票

は、幼児期 10名、学童期 32名、思春期 26名、

青年期 9名の77名分のデータを得られた。 

 

以上より、本年度は重症度指標77名分、吃音特

有問診票93名分のデータ取得を終えた。返送の

あったものから順次データの集計段階に入り、

解析準備を進めている。 

 

3.吃音、トゥレット、場面緘黙の早期発見尺度

の検証及び併存症の調査研究（稲垣真澄・斉藤

まなぶ） 

1）研究分担者：稲垣真澄 

 吃音について、保護者及び教師評定から基準

値を超える児の集計をしたところ、吃音の推定

有病率は保護者評定で0.4%（Cl：0.1-1.0）、

教師評定で0.2%（Cl：0.0-0.7）であった。さ

らに、吃音の定義を1項目以上該当、年数制約

無しに基準変更し、発症率を推定したところ、

推定発症率は保護者評定で2.1%（Cl：1.3-3.2）、

教師評定で3.0%（Cl：2.0-4.2）であった。 

チックの推定有病率は保護者評定で3.7%（Cl:

2.6-5.0）、教師評定で7.0％（Cl：5.5-8.7%）

であった。また、吃音では、保護者評定の方が

基準値をこえる児の割合が多く、チックでは教

師評定の方が基準値をこえる児が多いことが

確認された。吃音とチックに併存する発達障害

について教師評定の得点を元に検討した。吃音
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では基準値を超えた15名のうち、10人は併存が

なく、併存があった5名（33%）のうち4名が知

的発達症または境界知能の併存であった。一方、

チックについては、基準値を超えた70人のうち、

66名に併存症がなく、併存症があった4名（6％）

全てに知的発達症または境界知能の併存があ

った。 

 ASD症状、ADHD症状及び「顕在化しにくい発

達障害」と育児ストレスの関連を検証したとこ

ろ、ADHD症状（β=1.16, p<.001）とASD症状（β

=.92, p=0.01）には育児ストレスとの関連が見

られ、チック症状、吃音症状、SLD症状、DCD症

状はいずれも有意な関連は見られなかった。 

 

2）研究分担者：斉藤まなぶ（乳幼児調査） 

1歳6カ月健診を用いた調査では、160名に配

布した調査用紙を2020年4月より順次回収を予

定している。回収したデータから順にデータ入

力を進めている。 

3歳児健診を用いた調査では、一次スクリー

ニングを行った1090名のうち、SRS-2が43点以

上であったハイリスク児は129名であった。こ

のうち、大学病院を受診したのは63名であった。

54名が何らかの発達障害の診断基準を満たし

た（自閉スペクトラム症 37名、注意欠如多動

症 19名、発達性協調運動症 17名、知的発達症

 10名、境界知能 9名 ※併存障害含む）。SRS

-2の65項目、SDQの20項目に対し、重回帰分析

を行ったところ、SRS-2の12項目（社会的気づ

き1項目、社会的認知1項目、社会的コミュニケ

ーション5項目、社会的動機付け2項目、こだわ

り行動3項目）、SDQの2項目（多動1項目、仲間

関係1項目）が診断を有意に予測する項目とし

て抽出された。 

5歳児健診を用いた調査では、吃音症、チッ

ク症、緘黙症の有病率は現在解析中である。吃

音症状とTASPの尺度との関連は、順応性（F(3,

466)=2.71, p<.05、判定なし＞教師のみ判定）、

コミュニケーション（F(3,469)=15.48, p<.00

1、判定なし及び保護者のみ判定＞教師のみ判

定＞保護者・教師両判定）、微細運動（F(3,46

8)=2.98, p<.05、判定なし＞教師のみ判定）、

粗大運動（F(3,467)=5.18, p<.01、判定なし＞

保護者・教師両判定）であった。特にコミュニ

ケーションで教師のみ判定及び保護者・教師両

判定の吃音群の適応度が低く、言葉の問題が把

握されていた。また、粗大運動や順応性・微細

運動で主に教師のみ判定の吃音群の適応が低

かった。加えて、内在化指標（F(3,464)=4.94,

 p<.01、判定なし＞教師のみ判定＞保護者・教

師両判定）、学業指標（F(3,466)=5.76, p<.00

1、判定なし＞教師のみ判定＞保護者・教師両

判定）、総合指標（F(3,462)=2.95, p<.05、判

定なし＞教師のみ判定）であり、内在化・学業

指標で判定なしよりも教師のみ判定及び・保護

者・教師両判定群において適応度が有意に低か

った。 

チック症状は、落ち着き（F(2,500)=28.36,

 p<.001、判定なし・保護者のみ判定＞教師の

み判定）、注意力（F(2,498)=25.33, p<.001、

判定なし・保護者のみ判定＞教師のみ判定）、

社会性（F(2,500)=34.59, p<.001、判定なし・

保護者のみ判定＞教師のみ判定）、順応性（F(2,

496)=18.44, p<.001、判定なし・保護者のみ判

定＞教師のみ判定）、コミュニケーション（F(2,

500)=4.25, p<.05、判定なし＞教師のみ判定）、

微細運動（F(2,499)=3.76, p<.05、判定なし＞

教師のみ判定）であった。落ち着き・注意力・

社会性・順応性で教師のみ判定のチック群の適

応度が判定なし及び保護者のみ判定群より有

意に低く、行動・感情・対人関係などの問題は

教師の方がより認識していた。加えて、外在化

指標（F(3,500)=21.61, p<.001、判定なし・保

護者のみ判定＞教師のみ判定）、内在化指標（F

(3,496)=14.32, p<.001、判定なし・保護者の

み判定＞教師のみ判定）、学業指標（F(3,499)

=14.21, p<.001、判定なし＞教師のみ判定）、

総合指標（F(3,494)=21.13, p<.001、判定な
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し・保護者のみ判定＞教師のみ判定）であり、

外在化・内在化・学業指標などで判定なし群や

保護者のみ判定群より教師のみ判定群の適応

度が有意に低いことが示された。 

TASP（教師）とCLASP（保護者・教師）の相

関係数は、保護者評定とは有意な相関はあって

も「弱い負の相関(-.388 - -.203)」までしか

みられないが、教師評定とはDCDが「強い負の

相関(-.732 - -.499)」、LDが「中程度の負の相

関(-.689 - -.331)」、続いてチック・吃音の順

で「弱い負の相関(-.435 - -.206)」が示され

た。 

  

3）研究分担者：斉藤まなぶ、研究協力者：高

木潤野（緘黙症調査） 

幼児の保護者46名、小中学生の保護者154名、

高校生から成人61名については、今後調査票を

発送する。 

         

Ｄ．考察 

1.トゥレット症の実態把握と支援のための調

査研究（金生由紀子） 

2020年2月末で合計160名から質問紙の回答

を得ており、最終的には対象数は200名前後に

達し、日本におけるトゥレット症の実態の把握

には十分と思われる。 

YGTSSなどで把握されたチックの重症度とGT

S-QOL及び親と子の負担感尺度で把握された生

活困難度との関係について検討する。その際に、

生活困難度に大きく影響するチック症状を把

握することなどを通じて支援につながる情報

が得られると考える。また、他の分担研究班と

共通の評価尺度としてCBCLを実施しているの

で、13～18歳については比較検討が可能であり、

それを通じて、トゥレット症で特徴や支援上の

留意点がより明らかになるかもしれない。 

 

2.吃音症の実態把握と支援のための調査研究

（原由紀・菊池良和） 

 本年度は倫理審査に申請し、臨床で用いてい

る質問紙は実施しているが、現在は途中経過に

ある。さらに調査者を増やし、各分担研究者で

得られたデータを統合し、解析を開始する。 

 

3.吃音、トゥレット、場面緘黙の早期発見尺度

の検証及び併存症の調査研究及び場面緘黙症

の実態把握と支援のための調査研究（稲垣真

澄・斉藤まなぶ） 

1）研究分担者：稲垣真澄 

推定有病率は、吃音で保護者評定では0.4%、

保育士評定では0.2%で、チックは保護者評定が

3.7%、保育士評定が7.0%であり、過去の報告か

らみると妥当な結果となった。吃音の推定発症

率は保護者評定で2.1%、教師評定で3.0%であり、

これらも妥当な結果といえる。CLASPによる調

査では吃音症の33%、チック症の6％に併存障害

が存在し、併存症としては知的発達症が最も多

かった。幼児の段階では他の発達障害あるいは

精神障害の合併は比較的少なく、併存障害は年

齢が上がるにつれて、二次障害として発症する

可能性が示された。 

吃音及びチック症状の気づきでは、保護者評

定と教師または保育者評定にミスマッチがあ

り、保護者より園での気づきが多い可能性が示

唆された。 

さらに、各発達障害の症状と育児ストレスの

関連では、吃音症状とチック症状において有意

な結果は認められなかった。ASD症状やADHD症

状のみが育児ストレスと有意に関連しており、

養育者が吃音、チックそれぞれの症状について

ストレスを感じにくく、子どもたちの困り感に

気づきにくいことが考えられる。このため、保

護者からの相談を促すような支援の仕組みで

は当事者の問題をすくいあげられない可能性

や介入が遅れる可能性が示唆される。 

 

2）研究分担者：斉藤まなぶ 

TASPは概ね2割の子どもが境界水準以上（113
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名、22.2%）に該当し、ASD、ADHD、DCD、MR、L

D傾向等の発達障害特性の把握に関して、総合

的な一次スクリーニングツールとしても有用

（ROC = .864 - .933）である。教師評定では

吃音症もチック症も社会適応度が症状のない

子に比べ低いことが示唆されており、保護者に

比べ教師で鋭敏に抽出しやすい可能性がある。

吃音症と社会適応との関連においては、コミュ

ニケーションにおいて社会適応に困難を生じ

やすく、吃音症のある児にとって心理的苦痛を

感じている可能性が考えられる。また、チック

症と社会適応に関しては、運動面以外の場面で

の社会不適応と弱いもしくは中程度の関連が

認められ、チック症状の程度が社会生活上の不

適応に影響を及ぼす、もしくは社会不適応上の

問題がチック症状に影響を及ぼしている可能

性が考えられる。吃音・チックは発達障害特性

でも特異な症状で、TASP以外の独自の把握が必

要であると考える。 

3歳においてSRS-2及びSDQからコミュニケー

ションを含めた発達特性についてスクリーニ

ングとして有用な14項目を抽出した。今後は別

サンプルで検証を行い、妥当性を検証していく。

また、1歳半、3歳におけるコミュニケーション

障害、緘黙症についても同様に解析を進めてい

く。 

 

Ｅ．結論 

 本年度の研究分担者の調査により、顕在化し

にくい発達障害すなわち吃音症、チック症、ト

ゥレット症、場面緘黙症のアセスメントに関し

て、既存のスクリーニングツールでは早期発見

の難しさが示唆された一方で、5歳児時点ではC

LASPによる早期スクリーニングが可能である

ことが明らかになった。また、保護者だけでな

く幼稚園や保育園などの子どもをよく知る第

三者による評定の必要性も示唆された。そして、

得られたデータから早期発見及び、生活困難指

標、重症度指標に関する有用な調査項目を特定

するための準備が整った。各調査において取得

したデータを詳細に解析することにより、有用

な早期発見指標が抽出することができると考

えられる。また、次年度の調査で妥当性を検証

するとともに生活困難な場面を特定し、支援マ

ニュアル及びツールの開発につながるものと

考える。 
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